
為替週間展望＝ドル円は底堅い動きを継続か

　　　　　　　　　　［２月２７日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    2 月 20 日～ 2 月 24 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  134.34   135.36(23)    133.93(20)    134.67   +0.52

ユーロ・ドル  1.0690   1.0705(20)    1.0577(23)    1.0601   -0.0094

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    27,453.48      -59.65     日本10年債利回り   0.502   -0.003

ダウ平均株価    33,153.91     -672.78     米10年債利回り     3.877   +0.062

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２７日　ＮＺ第４四半期小売売上高

　　　　参院議院運営委員会で、政府が次期日銀総裁候補の植田元審議委員への

　　　　所信聴取と質疑

　　　　日本１２月景気動向指数改定値

　　　　カナダ第４四半期経常収支

　　　　米１月耐久財受注速報値

　　　　米１月中古住宅販売制約指数

２８日　日本１月鉱工業生産指数速報値、日本１月小売業販売額

　　　　豪１月小売売上高、豪第４四半期経常収支

　　　　参院議院運営委員会で、日銀副総裁候補の内田、氷見野両氏への

　　　　所信聴取と質疑

　　　　スイス２月ＫＯＦ先行指数、スイス第４四半期ＧＤＰ

　　　　米１２月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米１２月住宅価格指数

　　　　米２月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米２月消費者信頼感指数

１日　　豪第４四半期ＧＤＰ、豪１月消費者物価指数

　　　　中国２月製造業ＰＭＩ、中国２月非製造業ＰＭＩ

　　　　中国２月財新製造業ＰＭＩ

　　　　スイス１月小売売上高

　　　　独２月雇用統計

　　　　独２月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏２月消費者物価指数速報値

　　　　独２月消費者物価指数速報値

　　　　米２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米２月ＩＳＭ製造業景況指数、米１月建設支出

２日　　豪１月住宅建設許可件数

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会議事要旨（２月２日分）

　　　　ユーロ圏２月消費者物価指数速報値、ユーロ圏１月雇用統計

　　　　米新規失業保険申請件数、米第４四半期非農業部門労働生産性指数

３日　　日本１月雇用統計、日本１月有効求人倍率

　　　　中国２月財新サービス業ＰＭＩ

　　　　独１月貿易収支

　　　　独２月非製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏２月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英２月非製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏１月生産者物価指数

　　　　米２月サービス業ＰＭＩ確報値
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　　　　米２月ＩＳＭ非製造業景況指数

　　　　米独首脳会談（ホワイトハウス）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】堅調な米経済指標が多くみられることで、ドルは底堅い推移が続き

そうだ。２月２４日の米１月個人消費支出（ＰＣＥ）デフレータなどが注目され、指標

が予想から上振れするようなら、ドル買いの動きに傾きやすくなり、ドル円は一段と上

値を追う展開となるとした。

　　　　

【堅調な米経済指標がドルの下支え要因に】

　２月２２日発表の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事要旨（１月３１日～２月１

日開催分）では、数名の委員が０．５０％のポイント利上げが好ましい、または支持で

きると言及していたことが明らかになった。一方で、ほぼ全員が０．２５％ポイントの

利上げを支持したことも明らかになった。「インフレ率が２％へ向かって低下基調を継

続すると確信するまでは、景気に対して抑制的なスタンスが維持される必要がある」と

いった内容が示された。

　　

　議事要旨の内容は、おおむね事前に想定された範囲でもあり、現在の状況よりも特段

にタカ派的な印象はなかった。ただ、ＦＯＭＣ議事要旨の発表後はドルが上下に振幅し

て、落ち着いた後はややドル高に傾いた。

　　

　このところ市場に広がっている米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による金融引き締め

長期化の思惑は、前回のＦＯＭＣ後に発表された米経済指標の強さによるところが大き

い。前回のＦＯＭＣ後、２月３日の米雇用統計、１４日の１月の米消費者物価指数、１

５日に１月の米小売売上高、１６日に発表された１月の米生産者物価指数が予想から上

振れしている。さらに米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）高官のタカ派的な発言も多く聞

かれており、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による利上げ継続姿勢が意識されてい

る。

　　

　２４日に衆院議院運営委員会で、政府が次期日銀総裁候補の植田元審議委員への所信

聴取と質疑を行った。植田氏は、「日銀が行っている金融政策は適切」「２％の物価目

標を持続的・安定的に達成するには時間がかかる」との見解を示した。

　　

　また、「インフレは輸入物価上昇によるコストプッシュであり、需要要因によるもの

ではなく、今後減衰していく」「２３年度半ばに向けて物価は２％を下回る水準に低下

していく」と述べた。さらに「基調的な物価の見通しが一段と改善していくのであれば

イールドカーブ・コントロール（ＹＣＣ）を正常化の方向での見直す」「安定的な物価

目標が達成されれば、国債の大量購入はやめる」などと述べた。

　　

　今回の所信聴取はおおむね市場の想定の範囲内の内容で、市場にサプライズを与えな

いような無難な内容に終始した。ドル円は一時１３４円に接近したものの、その後は１

３４円台後半までドル高円安に傾いた。

　　

　強い米経済指標などを背景にＣＭＥ　ＦＥＤウォッチでは、３月の米連邦公開市場委

員会（ＦＯＭＣ）での０．２５％の利上げ確率は７３％前後で推移する一方で、０．５

０％の利上げ確率が２７％前後で推移している。好調な米経済指標やＦＲＢ高官による

タカ派的な発言で、０．５０％の利上げ確率が上昇傾向にある。

　　

　良好な米経済指標が続くようなら、ＦＲＢによる金融引き締め長期化観測により、ド

ルは堅調な動きを続けるとみられる。こうした中、米経済指標の結果に左右されつつ、

ドル円は底堅い動きを継続するとみられる。ドル円の目先の予想レンジは、１３２．０

０～１３７．００円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、２７日に日本１２月景気動向指数改定

値、米１月耐久財受注速報値、米１月中古住宅販売制約指数、２８日に日本１月鉱工業

生産指数速報値、日本１月小売業販売額、米１２月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、

米１２月住宅価格指数、米２月シカゴ購買部協会景気指数、米２月消費者信頼感指数、

１日に米２月製造業ＰＭＩ確報値、米２月ＩＳＭ製造業景況指数、米１月建設支出、２

日に米新規失業保険申請件数、米第４四半期非農業部門労働生産性指数、３日に日本１

月雇用統計、日本１月有効求人倍率、米２月サービス業ＰＭＩ確報値、米２月ＩＳＭ非



製造業景況指数などがある。

　　

【ユーロドルは軟調な流れが継続か】

　ユーロドルはドルの堅調な流れを受けて、２２日に一時１．０５９９近辺までユーロ

安ドル高に振れた。いったん１．０６２０台まで戻したものの、２３日には再び１．０

６００ドルを割り込むなど、上値の重い展開を見せている。

　　

　ユーロ圏やドイツの経済指標はまちまちながら、市場予想を上回るケースもみられ

る。ユーロ圏の景気減速への警戒感はやや後退しつつある中、インフレ抑制のために利

上げは継続するとみられている。ただ、市場の想定以上に米国の景気が強く、米長期金

利が上昇傾向にあり、ドルも強いことから、ユーロドルは軟調な流れが継続するとみら

れる。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．０４００～１．０７５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２７日にＮＺ第４四半期小売売上高、２８

日に豪１月小売売上高、豪第４四半期経常収支、スイス２月ＫＯＦ先行指数、スイス第

４四半期ＧＤＰ、１日に豪第４四半期ＧＤＰ、豪１月消費者物価指数、中国２月製造業

ＰＭＩ、中国２月非製造業ＰＭＩ、中国２月財新製造業ＰＭＩ、独２月雇用統計、独２

月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏２月製造業ＰＭＩ確報値、英２月製造業ＰＭＩ確報

値、ユーロ圏２月消費者物価指数速報値、独２月消費者物価指数速報値、２日に豪１月

住宅建設許可件数、ユーロ圏２月消費者物価指数速報値、ユーロ圏１月雇用統計、３日

に中国２月財新サービス業ＰＭＩ、独１月貿易収支、独２月非製造業ＰＭＩ確報値、ユ

ーロ圏２月非製造業ＰＭＩ確報値、英２月非製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏１月生産者

物価指数などがある。
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